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実店舗経営に長けたアパレル企業の ECの可能性

～株式会社しまむらの事例研究～
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高知工科大学 経済・マネジメント学群

1. はじめに

アパレル企業は、社会の変化や消費者のニーズの変化に柔

軟に対応しなければ、やがて淘汰されてしまう。近年、イン

ターネットが著しく普及したことにより、アパレル企業は実

店舗販売から EC（electronic commerce：電子商取引）とし

てのオンライン販売への移行を迫られている。しかし、現状

では、多くの企業がオンライン販売への移行をスムースに進

めることができていない。特に、自社から顧客へ商品を届け

る物流を、どのように実現するかが難しい課題となっている

(１)。

そうした EC（電子商取引）への転換がうまく進んでいない

企業の一つに株式会社しまむら（以下、しまむらと略す）が

ある。しまむらは、日本国内に多数の店舗を持つ衣料チェー

ンストア「ファッションセンターしまむら」を展開するアパ

レル企業であり、日本国内で店舗数第１位、売上高第２位の

地位を築いている(2)。しまむらは、20 代～50 代の主婦をメイ

ンターゲットとしており、ファミリー層向けに日常生活のた

めに使用する衣料品を低価格で販売している(2)。

しまむらが、そうして衣料品を低価格で提供できるのは、

高効率なローコストオペレーションを機軸とした経営を行っ

ているためである。同社の店舗、仕入れ、物流、本社業務な

どの全ての仕組みが、ローコストオペレーションの対象とな

っている(1)。しまむらは、多店舗出店で商品の移送量を増や

すとともに、商品を情報システムで管理し、本社にコントロ

ーラーという部署を設け、商品在庫を減らすことに全力を上

げることで、低価格にもかかわらず利益を創出している(2)。

一般的に、アパレル企業が EC に移行しようとすると、オン

ライン販売にともない実店舗を徐々に削減していくことにな

る。しかし、それは、多数の実店舗を基盤とするローコスト

オペレーションで利益を生み出そうとするしまむらにとって、

強みを失うことにつながる。また、オンライン販売は、個人

宅への配送が必要となるものの、そのための配送料が上乗せ

されると、それも低価格販売を強みとするしまむらの足かせ

となってしまう。

そこで本論文では、しまむらのように、実店舗を対象とし

たローコストオペレーションに長けたアパレル企業が、EC に

転換するための戦略について検討する。しまむらの事例を用

いて、アパレル企業の EC における物流に焦点を合わせ、EC

へ移行するための戦略を考察する。

2. 小売業の EC 移行のための物流の事例

EC の物流のパターンは二種類ある。第一のパターンは自分

で行う自社物流であり、第二は物流の外部委託（アウトソー

シング）である(3)。企業の売上高が大きく、保有する経営資

源も大きい場合には、自社物流を構築した方がよいと考えら

れている(3)。そうでない場合には、物流をアウトソーシング

した方が EC への移行においてコストを抑えることができる

と考えられている。本節では、アウトソーシングと自社物流

のさまざまな形態を事例ベースで概観する。

2.1 物流のアウトソーシング事例

株式会社ビームス（以下、ビームスと略す）は、売上高の

規模が大きくなく取り扱う商品の点数が少ないことから、

2016 年までは物流をアウトソーシングしていた(4)。同社は、

幅広い年齢層を対象としているが、中・高価格帯の商品を取

り扱っているため、配送料を上乗せしても顧客はあまり気に

しない(４)。したがって、物流のアウトソーシングがやりやす

かった。

ビームスは、EC サイトで効果的な販売促進を行うことでオ

ンライン販売の売上を高めている。同社の ECサイトでは、店

頭スタッフのスタイリング、フォトログ、ブログが閲覧でき

るようになっており、それで服の素材感や着こなしが効果的

に説明されているため、顧客が商品の理解度を高められるよ

うになっている(5)。店頭スタッフは、顧客の閲覧数やコメン
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トと、売り上げ情報を確認することができるため、オンライ

ン販売へのモチベーションを高めることができる(5)。

ビームスは、そうして EC 化率を 20％までに高めることに

成功した(5)。しかし、物流をアウトソーシングしたことから、

物流のノウハウが社内に蓄積されておらず、今後の発展の見

通しがたっていない。

2.2 店舗型物流事例

ヨドバシカメラは、都市部に大型店舗を構える家電の量販

店である。同社のECへの取り組みには約20年の歴史がある(6)。

同社は、川崎のアッセンブリーセンターを基幹拠点としつつ、

関東圏にある 12 の店舗に配送デポを有し、配送ドライバーを

自前で抱えつつ自社物流を志した(7)。

同社の EC では、家電という比較的高価格帯の商品を近隣の

顧客へ配送することができるため、物流を自前で行うことに

対するコストを軽減できている。そうした、物流に対する顧

客満足度が概して高いことから、EC 化率が 15％にまで高まっ

ている(8)。

しかし、川崎に大型の物流センターを有しているものの、

店舗型物流にとどまっているため、強力な物流機能を有する

Amazon に対抗するための資源蓄積が進んでいない。

2.3 中型物流センターの構築

イトーヨーカドーは、ネットスーパー機能を強化すること

で EC への転換を図っている(9)。同社は、そのために中型物流

センターを軸とした自社物流を構築した(9)。

従来は、スタッフが店舗内の商品棚から商品をピックアッ

プし、梱包して近隣の顧客に配送する労働集約的なシステム

であった(10)。そのため出荷件数が限られていた。同社は、ま

ず、店舗に倉庫を併設して店舗型物流へ移行した。さらに、

物流再編を行って地区ごとに物流を統合して中型物流センタ

ーを構築した(11)。関西地区の物流拠点では、ドライ（衣料・

住宅関連、酒、菓子、加工食品、日用品）とチルド（生鮮食

品）の物流を一か所に統合した(11)。関西地区の物流センター

の構築では、限られたスペースの有効活用や、物流効率の向

上など、最大限のパフォーマンスを発揮することを目指した

(2)。

2.4 大型物流センターの構築と完全自動化

Amazon は、全国 27 カ所に大型物流センターを設け、それ

ぞれを完全自動化して多くの商品の管理、ピックアップ、梱

包、配送までを効率よく行うことで、プライム会員に対して

翌日配送を実施している(12)。Amazon は EC においてプラット

フォーム的役割を担っていることから、大多数の企業の商品

を取り扱っている。そうして、注文から配送までの時間が短

いことと、取扱商品が豊富なことから、同社はオンライン販

売で国内１位の売り上げを誇っている(12)（13）。

しかし、それが荷物の著しい増加を招くことになり、配送

の負担を強いられる物流業者の撤退を招いた。エンドユーザ

ーへの物流としてのラストワンマイルを担うサービスが低下

することになった。そこで Amazon は、「Amazon Flex」とい

う仕組みを導入して、運送業者ではなく個人ドライバーがエ

ンドユーザーへ荷物を配送することにした(14)。しかし、ドラ

イバー不足の問題は解決されていない。

3. しまむらのローコスト・オペレーションとしての

物流機能

しまむらは、ファッションセンターしまむらを含む 6 つの

事業で、国内に全 2158 店舗を有している(15)。その結果、日

本国内のアパレル業界において店舗数第 1 位を誇っており、

売上高第 2 位となっている。そうしたしまむらの業態は、ア

パレルメーカーから商品を仕入れて店舗位で販売を行うもの

である(15)。

同社の基軸事業であるファッションセンターしまむらの商

品政策は、「最新のトレンドファッションから実用衣類まで、

今欲しいものを低価格（しまむら安心価格）で提供する店」

である（１）。また、出店政策として、利便性を考慮した郊外

の住宅地近くの立地へ出店していたが、顧客のライフスタイ

ルの変化に合わせて、幹線道路沿いや商業集積地への出店に

移行している（2）。これらの政策により、しまむらは 20 代か

ら 50 代のしまらーと呼ばれる主婦から圧倒的な支持を得た。

そうしたしまむらにとって、多品種なれども低価格な商品

を販売し続けるためには、低い粗利率でありながらも高い収

益性を維持し続けていく必要がある。そこで、しまむらは、

商品管理から店舗運営・店舗開発・システム開発・物流のす

べてを効率よく行うための「ローコスト・オペレーション」

の経営手法を磨いてきた(2)。

しまむらは、物流の面においても、ローコスト・オペレー
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ションとして緻密で合理的なシステムを構築している（図 1

参照）。しまむらの物流システムは、商品センターと店舗の

間の商品の移動のための「地域レベルの配送ネットワーク」

と、商品センター間での商品の移動のための「全国レベルの

配送ネットワーク」の二階層でデザインされている(16)。それ

に対応して、商品の移動は「新商品の店舗への投入」と「既

存商品の店舗間移動」（移送）の二通りとなっている（15）。

アパレルメーカーから仕入れた商品（新商品）は、他の倉

庫を一切介さずに、しまむらの基幹商品センターに直接届け

られる（15）。基幹商品センターは、国内に 2 箇所に設置され

ていおり、そこで納品→仕分け→搬送まですべて自動で行わ

れている（17）。新商品は、その後、基幹商品センターから路

線トラックで通常の商品センター（８箇所）に届けられる（17）。

それぞれの商品センターは、受け持ちの店舗へ向けて地域

レベル配送として新商品を移動する。しかし、配送された店

舗で、その売れ筋が芳しくない場合には、コントローラーと

呼ばれている商品の在庫を管理する部署の判断で、それがも

っと売れる可能性のある他の店舗に移送される（15）。その場

合、既存商品として位置づけて店舗から商品センターへいっ

たん戻されることになり、商品センターを経由する全国レベ

ル配送ののち、地域レベル配送として別の店舗に届けられる

(15)。

同社の物流面でのローコスト・オペレーションでは、自前

の二階層の物流システムにおいて、「新商品の店舗への投入」

と「既存商品の店舗間移動」を併存することができる。それ

で、「既存商品の店舗間移動」が増えても、配送コストが増

えない仕組みになっている。それでいて、機会損失を減らし

て販売チャンスを高めているので、低い粗利率でありながら

高い収益性を追求することが可能となっている。

図 1. しまむらの物流の仕組み

（出所）https://www.g10book.jp/posts/2313775/

4. しまむらの EC 向け物流機能の発展のシナリオ

本節では、まず、しまむらのローコスト・オペレーション

を前提とする現在の EC 戦略を概観する。次いで、しまむらが、

今後、EC 比率を高めて店舗数を減らしつつ物流機能を強化し

ていくためのロードマップを示す。

4.1 しまむらの現在の EC 戦略

しまむらは2020年10月にあらためてEC体制を発足した（18）。

しまむらは、そのために、基幹商品センターの東松山物流セ

ンターの横に EC 専用の物流センターを設けた（18）。顧客がオ

ンラインストアで発注をすると、EC 専用の物流センターで受

注をするが、商品の自宅までの配送と店舗受け取りでは物流

の手順が異なる。自宅配送の場合は、商品の運送を外部の運

送業者に委託をする（物流のアウトソーシング）（18）。店舗

受け取りの場合は、基幹商品センターである東松山物流セン

ターから従来のローコスト・オペレーションとしての物流シ

ステムで店舗まで配送する。

しまむらの EC では、店舗受け取りだと配送料は無料となる

ものの、自宅配送だと小物で 500 円、大物なら 1000 円の配送

料が上乗せされる（19）。そのため、現時点（2020 年 12 月）で

は、店舗受け取りが全体の８割となっている（20）。こうした

しまむらの EC 事業は好調であり、予想の 1.5 倍の売上高とな

っている（20）。同社は、2021 年度の EC 売上高の目標を 50億

円に設定しており、「次の 3 ヶ年計画の期間中には店舗を上

回る収益性を確保したい」と述べている(20)。同社でも今後は

ECが主体となり、店舗数を徐々に減らしていくことになる。

そのため、自宅配送へ早急に対応することが大きな課題とな

っている。

4.2 しまむらの物流機能の発展のステップ

しまむらは、2019 年度に、全店舗で 5219 億円を売り上げ

た（21）。現在の同社の EC による売上は 50 億円に満たないこ

とから比率は 10%以下であるということができる。そこで、

以下に、同社の EC 売上が、3年後に店舗売上を上回り、以後

順調に増えていくための段階と方策を検討する。

① 店舗型物流の実現

しまむらの現在のECは、8割が店舗受け取りとなっており、
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それをローコスト・オペレーションによる低コスト配送で実

現している。今後の課題は、店舗受け取りの商品を自宅配送

して EC 物流を発展させることである。そのためのアプローチ

として、「ヨドバシカメラの店舗型物流」を応用することが

考えられる。その場合、ローコスト・オペレーションとして

配送された商品を店舗周辺の顧客宅へ届けるべく車両とドラ

イバーを各店舗で増強する必要がある。そうして、外部の配

送業者へのアウトソーシングを減らすことで、自社物流へ転

換していくことが考えられる。

② 中型物流センターの増強

店舗型物流が定着して来店顧客を減らすことができれば、

近隣の店舗を統合することで店舗数を減らしていくことが可

能となる。その際に、店舗を減らしていくものの、車両とド

ライバーを統合することで物流機能を強化していくことが考

えられる。そうした店舗の統廃合が進めば、ある時点で車両

の大型化が必要となるものの、それに成功すれば物流機能が

さらに強化されることになる。その結果、複数店舗の統合が

中型センターへ発展することを期待できるだろう。それは、

イトーヨーカドーが地区に中型物流センターを増強したこと

に似ているということができる。そうして中型センターが増

えていけば、自社物流の機能を強化できるだけでなく、店舗

数を大きく減らすことが可能となる。しまむらの場合は、そ

のように中型センターが増えても、従来のローコスト・オペ

レーションの仕組みを流用することが可能であろう。

③ 大型物流センターの増強

中型物流センターが増強されると、EC のための物流が強化

されて、EC の売上が増えていくことが予想される。その結果、

EC向けの大型物流センターを増強する必要性が生じるだろう。

その場合は、Amazon のように、商品の流通密度が高いエリア

において、そこを統括する大型物流センターを徐々に増やし

ていくことになる。その場合も、中型物流センターの増強と

同様の論理でローコスト・オペレーションの拡大で対応する

ことが望ましい。店舗物流の実現→中型物流センターの増強

→大型物流センターの増強という物流機能の発展のプロセス

において、物流のローコスト・オペレーションの規模をスケ

ーラブルに拡張できるかどうかが、自社の EC の発展のカギと

なるだろう。

5. しまむらのサステナビリティを考慮した EC 発展

のシナリオ

日本のファッション流通は、欧米より 10 年遅れているとい

われている（22）。そこまで大きな差があるかどうか確かなこ

とはいえないものの、ファストファッションの流行や EC への

移行などは欧米が先行した（22）。その欧米で現在注目されて

いるファッション流通革新として、「サステイナビリティ経

営」を上げることができる。したがって、日本にもやがて欧

米と同様にサステイナビリティ経営が流行すると考えられて

いる(8)。

そこで、本節では、まず、アパレル業界のサステナビリテ

ィへの取り組みを概観する。さらに、しまむらがサステイナ

ビリティ経営をいち早く取り入れ、EC 事業と統合して、持続

的発展を遂げるシナリオについて検討する。

5.1 アパレル業界のサステナビリティ経営

サステイナビリティ経営とは、そもそも、「環境・社会・

経済の持続可能性への配慮により、事業のサスティナビリテ

ィ（持続可能性）向上を図る経営」のことである(22)。しかし、

ファッション産業では、世界の温室効果ガスの排出量の 10％

を占めており、世界の排水量の 20％を占めていることから、

サステナビリティ経営の一刻も早い常態化が求められている

(23)。

アパレル業界では、これまでに、リユースの目的で中古衣

服の再販がなされてきた。また、衣服を解体し、再構成する

リサイクルなどもなされてきた（24）。しかし、どれも小規模

なレベルにとどまっており、大企業が行う収益の期待できる

事業として定着していない。一方、大手ファストファッショ

ンブランドが、衣類を回収して、再販、支援物資としての提

供、資源化などを行っているが（25）、これもある程度の規模

の売上を期待できるレベルにまで至っていない。

Minikura（寺田倉庫株式会社）は、シーズンが変わって顧

客が着なくなった服を、顧客の要望に応じて、クローゼット

代わりとして保管するか、廃棄するか、売却するかのいずれ

かを実施している(22)。同社は、顧客の衣服をオークションで

売却する仲介機能と来シーズンで再度使えるよう保管および

クリーニングする機能を有している(22)。同社は、もともと、

60年の歴史をもつ老舗の倉庫会社であり、絵画やワインなど

の管理の難しい個人の品物を保管するノウハウを持っている

(26)。同社のそうしたノウハウを伴うリユース機能が、アパレ
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ル業界の今後を占うサステナビリティ経営の一事例として注

目を集めている。

顧客への新しい衣服の配送と顧客からの既存の衣服の回収

を同じ物流システムに乗せることができ、どちらも倉庫で商

品として保管するとともに EC へ供出することができれば、サ

ステナブル経営が収益に結びつく可能性が高まる。そこで、

次に、既存の衣服の流通させる機能を取り込んで持続的発展

を可能とする EC と物流のしまむらによる実行可能性につい

て検討する。

5.2 サステナビリティを考慮した EC 事業

サステナビリティ経営のアプローチの一つによく知られた

「Reduce（削減）、Reuse（再使用）、Recycle（再資源化）」

としての 3R がある（27）。それを現在のアパレル業界に照らし

て考えると、Reduceは生産量の削減というよりも廃棄の削減、

Reuse は古着としての既存衣服の再販、Recycle は衣服の解体

をともなう再資源化であるということができる。しまむらは、

アパレル企業ではあるものの、商品を外部から仕入れて販売

していることから、自社に製造工程を持たないので、衣類の

解体を伴う Recycle を自力で行うことは難しい。このため、

同社がサステナビリティ経営に乗り出すには、Reduce と

Reuse に取り組むことになる。

しまむらは、ローコスト・オペレーションを徹底すること

で商品を売り切って在庫をほぼゼロにできることから、新商

品が売られないまま廃棄されることはない。しかし、消費者

に販売した商品の消費者による廃棄を減らすことに積極的に

関与すれば Reduce に取り組むことが可能となる。そうした販

売済みの衣類としての古着を廃棄するのではなく、Reuse し

て再販することができれば、Reduce と Reuse の両立が可能と

なる。それは、同社が効果的なサステナビリティ経営を実施

する一つの有効な手段になるかもしれない。そして Reuse と

しての再販が、同社にとってもう一つの事業として確立され

れば、将来性を見込める収入源として期待することができる

かもしれない。

そこでポイントとなってくるのは、消費者から古着として

の既存衣類を回収するとともに、再販に持ち込むためのしく

みを同社のローコスト・オペレーションおよび EC とどのよう

に両立させるかであろう。そのためのプロセスを以下に列挙

する。

［Step 1］従来のローコスト・オペレーションとしての物

流において、顧客宅への商品配送時に、古着の回収も

行う

［Step 2］回収した古着は、中型センター→大型センター

のルートで、大型センターに運び込まれる

［Step 3］大型センターでは、新商品と古着の両方をスト

ックして EC 向けに提供できるようにする

［Step 4］消費者は、EC サイトから、新商品と古着の両方

の在庫を確認でき、購入することができる

［Step 5］消費者が EC サイトで購入した商品は、ローコ

スト・オペレーションとしての物流によって顧客宅ま

で届けられる

［Step 6］上記 Step 1〜6 を繰り返し行い、EC 事業を軌道

に乗せる

ここで、それぞれの Step にまつわる補足事項を述べる。

上記［Step 1］では、顧客宅への新商品の配送の帰りに古

着の回収を行うことで、物流の遊休を減らす。古着の引取時

には、同社の商品の購入で使用できるクーポンを配布する。

そうした古着は、しまむら以外のブランドのものでも積極的

に引き取る。

上記［Step 2］では、これまでのローコスト・オペレーシ

ョンとしての物流の機能ではなく、新たに中型センター→大

型センターへの物流網が必要となる。またここでは、古着と

新商品（他店舗へ回す既存商品を含む）を明確に区別した上

でハンドリングする必要があるだろう。

上記［Step 3］では、大型物流センターにおいて、古着と

新商品の両方を保管する機能を新たに付加する必要がある。

従来のローコスト・オペレーションでは、海外で仕入れた商

品が基幹センターに直接届けられると、そこから商品センタ

ーを経由して店舗に送られていた。しまむらは、上述したロ

ーコスト・オペレーションを駆使することで、商品を滞留さ

せることなく売り切ってしまい在庫をほぼゼロにしていた。

したがって、しまむらの物流では、商品は常に店舗に置かれ

ることになるため、倉庫で保管する必要がない。しかし、本

格的に EC へ乗り出そうとすると、それが大規模になるほど物

流の混乱を避けるべく倉庫で商品を保管する機能が必要にな

る。古着まで扱おうとすると、保管、仕分け、搬送のための

オペレーションが複雑になることが予想される。

サステナビリティ経営に対応すべく Reuse としての古着の
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再販事業を行おうとすると、衣類のクリーニングは必須とな

る。その場合、回収した古着をいったんクリーニングに出す

とともに、そこから帰ってきたものをあらためて保管しなけ

ればならない。それは、二重の手間となるため、余計にコス

トがかかることから、そのためのローコスト・オペレーショ

ンを確立しなければならない。

上記［Step 4］では、EC サイトにおいて、BEAMS や ZOZOTOWN

がやっている「ファッションコーディネート機能」を実装す

る必要があるだろう。ユーザーがいくつかの簡単な条件を設

定すれば、サイト側で自動的にコーディネートして提示する

とともに丸ごともしくは個別に購入できるようにする必要が

あるだろう。そのとき、ユーザーは、在庫の古着と新商品を

自在に組み合わせて商品を選べることができるようにする。

したがって、新しい物流では、保管された商品を顧客宅に

配送することになるため、上記［Step 5］でこれまで以上に

複雑なオペレーションが必要となる。その上で、上記［Step 6］

として、すべてのプロセスを反復なものにするとともに持続

可能なものにしなければならない。

6. おわりに

本論文では、実店舗経営に長けたアパレル企業であるしま

むらの事例を用いて、EC 事業への移行の可能性について検討

した。その結果、しまむらの実店舗経営のための武器である

ローコスト・オペレーションを活かしたままで、自社物流と

サスティナビリティ経営の両立を可能とする EC 戦略を立案

した。しかし、それは、商品の保管を可能とする大型物流セ

ンターと、それを核とする物流網の構築が前提となるため多

くの経営資源を必要とする。そのため、今後は、その実行可

能性についてさらに検討したい。
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